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本研究は,高 齢者の持家 を利用 して,高 齢者の経済的な生活安定 を図る方策 として リバース ・モーゲージ制度 を挙げ,

その経済効果をミクロ的に分析することを目的としている。まず,高 齢者世帯の経済生活状況と生活意識について考察

した。次 に,リ バース ・モーゲージ制度の必要性 をはじめ,ア メリカのリバース ・モーゲージ制度について考察 し,そ

の示唆点 を明らかにした。それから,日 本の リバース ・モーゲージ制度を実施 している自治体に対 し,ヒ アリング調査

を行い,利 用実態を明らかにし,そ の現況を把握 した。最後に,リ バース ・モーゲージ制度によるミクロ的な経済効果

について探るため,自 治体の事例分析及び公的年金の現状分析 を通 して,年 金の補完的な(上 乗せ)機 能が期待 される

リバース ・モーゲージ制度による高齢者世帯の収入増加の効果を明らかにした。

キー ワー ド=1)高 齢 者,2)持 ち家 の活 用,3)生 活安 定,4)公 的年 金,5)経 済 効果,6)

7)福 祉 公社,8)利 用 実態,9)資 産 活用 制度,10)事 例 分析
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   This study aims to analyze the microeconomic effect caused by the Reverse Mortgage System which is a measure of 

 stabilizing the financial lives of elderly people. First, I examined elderly household's financial states and their awareness of 

lifestyle. Secondly, emphasizing the necessity of the Reverse Mortgage System, I observed the Reverse Mortgage System in 

America and taken hints from them. Next, through our research, We became aware of the present condition of self-governing 

bodies that implemented the Reverse Mortgage System in Japan. Finally, bringing to light the effect of income raise in the elderly 

households, by implementing the Reverse Mortgage System which is anticipated on its pension complementing function , We 
investigated the Reverse Mortgage System's microeconomic effect.

1.研 究の背景 と目的

日本における出生率は,半 世紀前か ら徐々に低下 しは

じめ,21世 紀にはその弊害が人口構造の急速な高齢化 と

なって現れる。国立社会保障 ・人口問題研究所の推計で

は,65歳 以上の人 口が2000年 には2,ユ87万人,2015年 に

は3,188万 人 にの ぼ り,総 人 口に占め る割合 は25 .2%

と,4人 に1人 が65歳 以上の高齢者になると推計 されて

お り,2020年 にはイタリアと並んで 日本が世界一の老人

国になると予測されている。

日本の高齢化の特徴注1)は,高 齢化の転換が1970年 代以

降と比較的最近であること,及 び高齢化のスピー ドが世

界で最も速 く,2010年 頃には世界一の高齢化率(65歳 以

上人口の割合)と なること,更 に後期高齢者の増加が著

しいことがあげられる。このような変化 に対応 した高齢

者施策による対応が早急に必要となるものと考えられる。

個人にとって介護が必要 となる確率は高 くないが,70

歳代後半,80歳 代 の高齢者の割合が増えることか ら,社

会全体の要介護高齢者数とその総人口に占める割合が高

まり,介 護を社会的に支えてい く体制の整備が急務 とな

っている。

更に,人 口の高齢化 によって,老 後の生活資金のあ り

方について新たな課題 も挙げられている。現在,公 的年

金の見直 しが進んでお り,こ れは高齢者世帯にとってこ

れからの生活に大 きく影響を与え,給 付額の低下が確実

視 されている。つ まり,公 的年金に生活資金を頼ってい

る高齢者世帯にとっては収入の低下につなが り,更 に,
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介護保険等の充実による負担増加にも迫 られることになる。

本研究は,持 家 を利用 して高齢者の生活安定 を図る方

策を見出すために,El本 のリバース ・モーゲージ制度を

実施 している自治体に対 し,ヒ アリング調査を行い,利

用実態を明らかにし,そ の現況を把握する。それにもと

づき,自 治体の貸付世帯の事例分析から,公 的年金の上

乗せ機能 として期待されるリバース ・モーゲージ制度に

よる収入増の効果を明らかにし,持 家高齢者世帯おける

リバース ・モーゲージ制度の利用による固定的な収入源

としての役割について検証す る。また,リ バース ・モー

ゲージ制度が積極的に活用 され,高 齢者にとってゆとり

ある老後生活の選択肢 となる手法として提案することを

目的 とする。

2.高 齢者世帯の経済生活像

2、1主 な収入源 となっている公的年金

厚生省の 「平成8年 国民生活基礎調査」によれば,65

歳以上の人がいる世帯のうち,公 的年金 ・恩給を受給 し

ている世帯の割合は96.6%に 達 している。その うち,高

齢者世帯の平均所得 に占める公的年金 ・恩給の割合を平

均すると58.7%と なっている(図2-1)。

また,高 齢 者世帯泓 の うち,雇 用者世帯,自 営業者

世帯,農 業者世帯 を除 く 「その他の世帯」は,平 均所得

の合計が275.7万 円(月 平均22.9万 円)で あ り,年 金が

占める割合は73.3%と 高 くなっている,,

更に,こ の高齢者世帯のうち,公 的年金 ・恩給が総所

得の100%で ある世帯の割合は50.5%と なってお り,こ

れらのことか ら,公 的年金は老後生活を支える柱 として

の主な収入源 となっているといえる(図2-2)。

2.2高 齢者の生活意識

総理府が1998年3月 に実施 した 「公的年金制度に関す

る世論調査」においても,高 齢期の生活設計の中での公

的年金の位置づけは,「公的年金制度 を中心 とし,こ れ

に個 人年金や貯蓄 などの 自助努力 を組み合わせ る」が

51.0%と 最 も多 くなったが,そ れに続いて 「ほぼ全面的

に公的年金に頼 る」(21.8%)と,若 年層 を中心 とする

「公的年金にはなるべ く依存せず,で きるだけ個人年金

や貯蓄 などの自助努力を中心に考える」(21.4%)が ほ

ぼ同率 となった(表2-1)。

ライフデザイン研究所では,1998年1月 に30～40歳 代

の既婚サラリーマンを対象 として,「 自助努力の位置づ



け」 について調査 した結果,30歳 代では公的保障や企業

保障を前提に不足をまかなう 「自助努力補完型」 と,可

能な限 りの準備 を行い,公 的保障や企業保障はその上乗

せ と考える 「自助努力中心型」が半数となり,40歳 代で

は,「 自助努力補完型」が増える形 となった(図2--3)。

3.リ バース ・モーゲージ制度の概要

リバース ・モーゲージ制度 とは,自 宅に居住 しつつ,

その資産価値 を現 金化する 「持家転換年金」 タイプの金

融制度であ り,リ バース(Reverse)は 「逆の」,モ ーゲ

ージ(Mortgage)は 「抵当融資」を意味するものである。

つま り,不 動産 を所有する高齢者がその資産を活用 して,

ゆとりある生活 をしてい くうえでの自助努力のひとつで

あり,現 状のまま自宅に住み続け,生 活形態を変えるこ

となく,そ の資産価値を少 しずつ フロー化 してい く方法

である。原則的には,自 己の住居に生涯住み続けること

ができるが,子 孫 に住居を残すことはで きないことを前

提 としたものであ り,高 齢者が①所有不動産(土 地 ・住

宅,区 分所有のマンション)を 担保に して,② 貸付金を

定期的に受け取 り,③ 死亡 ・転居などで融資が不要 とな

った後,そ の担保不動産を処分 し,売 却金によって融資

返済を一括 して行 うというものである。

が運営主体 となる公的プランと,信 託銀行や都市銀行が

運営主体 となる民間プランに分けることができる。民間

プランはおよそ10数 年前から行われているが,全 国でも

約300件 程度の実績 しかなく,そ の本質は不動産担保融

資の中の一変形プランにすぎないものであ り,銀 行側の

貸 し渋 り体質,高 齢者側の銀行に対する信用力の極端な

低下などにより伸び悩んでいる状況である。

3.1リ バース ・モーゲージ制度の必要性

総務庁統計局 「全 国消費実態調査」(1994年)に おけ

る全国 ・全世帯の1世 帯当た り家計資産額を資産の種類

別 にみると,金 融資産及び宅地資産はおおむね世帯主の

年齢が高い世帯ほど多い傾向にあり,住 宅資産は60歳 代

が最も多 くなっている。しか し,資 産を所有 しなが ら所

得が少ないために,日 々の生活にも困窮する高齢者は少

な くない。

民間の金融機関では,高 齢者に対 して連帯保証人等に

よる毎月の返済能力がない場合は融資 を行わない。 した

がって,身 寄 りのない高齢者はほとんど融資機会がない

のが現状であり,不 動産を所有するものの,生 活資金に

乏しく,生 活費に困窮する高齢者 を救済する制度が必要

となる。

金融資産の場合は少 しずつ取 り崩 して消費に回すこと

ができるが,住 宅のような実物資産では物理的に不可能

である。 したが って,自 宅以外には資産が多 くない人 も

老後の生活資金 を安定的に得 なが ら,よ りゆとりある消

費生活を送ることが可能になる制度として,リ バース ・モ

ーゲージ制度の必要性はますます高まるものと考えられる。

より端的に表現すれば(図3-1)の ように自宅を担保

に,生 活 ・介護資金 を借 り,死 後に売却処分等により清

算,返 済する制度である。事業主体 ・運用などの詳細注3>

をみると,公 的機関が行 うものと民間機関が行うもの,

資金使途が限定されるものと自由なもの,不 動産担保 を

取 る場合 と非担保の場合,保 険つ きのものとついていな

いものに分類することがで きる。その中で,不 動産担保

方式の ものが狭義のリバース ・モーゲージ制度 として位

置づけられている。 日本国内で運営されている制度は,

いずれも不動産担保方式で保険がつけられていない仕組

みとなっている。

また,事 業主体別にみると,各 自治体やその外郭団体

3.2公 的施策 としてのリバース ・モーゲージ制度

リバース ・モーゲージ制度に関 して,公 的機関である

福祉公社 ・社会福祉協議会など(以 下,自 治体と称する)

が有資産者である持家世帯のみを対象 とする施策に直接

かかわることについて,特 定の資産保有者を優遇 してい

るという批判 もみられる注4)。しか し,年 金給付 の抑制

策が検討される中で,持 家高齢者に対 しての自助努力 と

してリバース ・モーゲージ制度を利用するという観点か

ら,必 ず しも資産保有者の優遇 とはならないと考える。

もちろん,リ バース ・モーゲージ制度は,資 産を保有す

る者のみが対象 となる制度であ り,賃 貸住宅に居住する

高齢者層 には無縁の制度である。 しか し,リ バース ・モ
ーゲージ制度はあ くまでも資産保有者の自助努力を基本

とする制度であ り,賃 貸住宅居住者層へ の福祉政策 との

公平性 に抵触するものではない。

すなわち,居 住用不動産(持 家)の 保有の有無は資産

の格差 といえるが,そ れぞれの人生設計 において持つか

持たないかの選択 をしたうえの結果 という側面 もある。

不動産 による資産を持たない賃貸住宅の居住者 において



は,不 動産に代わる金融資産 を運用 し収入を得ている場

合 も考えられ,資 産の保有形態に応 じてその運用の選択

肢を確保するとい う点からも合理的な制度 と考える。リ

バース ・モーゲージ制度は今後の価値観 ・生活観の多様

化に対応 した高齢者の福祉政策であ り,今 後 とも発展定

着させるべ き施策のひとつであると考えられる。

3.3外 国の リバース ・モーゲージ制度注5)

1929年 の世界恐慌の影響が強 く残 る頃,イ ギ リスにお

いてHome-Equity-Reversionと 呼ばれる制度が個人経営で

始まった。この制度は自宅の所有権を譲り渡 して(一 部

で も可能),売 却代金 を毎月年金化 して受け取る方法で

あ り,借 り手は名 目的家賃(1ポ ンド/月)を 支払い,

財産保険をつけ,建 物 を良好な状態に維持することを条

件に死亡時までの居住権,及 び自宅の時価か ら負債額を

引いた財産権が確保 される制度内容になっていた。

このイギ リスの制度は,米 国に影響 を与えたが,米 国

でのリバース ・モーゲージ制度の誕生はかなり遅 く,1960

年代の初期に,初 めてのリバース ・モーゲージ制度として

地方自治体等が行 う公的プログラムに現れた。公的プロ

グラムとして,DPL(DeferredPaymentLoan:住 宅改良資

金延払い融資制度)並 びに.PTD(PropertyTaxDeferral:

固定資産税延納制度)の 制度が最初に創設 された。

DPLは 家の補修,改 築のみに使途が限定 される住宅改

良資金の延払い融資制度であり,利 用者が居住を続ける

かぎり返済は必要のない制度である。全米の州で全域的

に現われ,施 行されている州の中で も州内の市ない し郡

などで,適 格要件や融資対象 となる補修 ないし改築の内

容が異 なっている、,PTDは,高 齢住宅所有者を対象とし

て固定資産税の延納を認める制度であ り,米 国内15の 州

内の州全域,も しくは州の一部で施行 されていた。どち

らの制度 も,通 常当初費用や保険料はかか らず,契 約締

結費用 は無料か,も しくはあってもごくわずかの料金 と

なっていた。

公的プログラム として,融 資 された資金は特定の使途

に使用されなければならないものであ り,ま た,低 ・中

所得者の貧窮高齢者の救済の目的を持つ という特色 を有

するものといえる,、

3.4ア メ リ カ の リバ ー ス ・モ ー ゲ ー ジ 制 度 及 び その 示

唆 点 注6)

1987年,米 国連 邦 議 会 は 将 来の 普遍 的 リ バ ー ス ・モ ー

ゲ ー ジ 制 度 市 場 の 形成 を 目的 と して住 宅 ・コ ミュ ニ テ ィ

開 発 法(HousingandCommunityDevelopmentActof

1987)を 制 定 し,図3-2の よ う にHUD(住 宅 都 市 開 発

省),及 び そ の 内 部 部 局 で あ るF}IA(FederalHousing

Administration:連 邦 住 宅 庁)が 政 府 事 業 と して リバ ー

ス ・モ ー ゲ ー ジ 制 度 の パ イ ロ ッ ト ・プ ラ ン 「HECM」

(HomeEquityConversionMortgage)を 実 施 す る こ と にな

った 。HECMの 実 施 期 間 は当 初1987年7月24日 か ら1991年

9月30日 まで で,FHAモ ー ゲ ー ジ保 険 の 引 受 総 枠 は 当 所

2,500件 と し て 開 始 さ れ た が,1990年 に は 実 施 期 間 が

1995年 ま で延 長 され,引 受 総 枠 は2万5,000件 まで 拡 大 さ

れ た 。 更 に現 在 で は実 施 期 間 を2000年9月 ま で新 規 契 約

受 付 を継 続 し,新 た に5万 件 の 追 加 契 約 を見 込 ん で い る 。

更 に,1996年1月,半 官 半 民 のFNMA(連 邦 抵 当 金 庫)

が,高 額 資 産 保 有 層 を対 象 とす る民 間 の リバ ー ス ・モ ー

ゲ ー ジ制 度 と,低 額 資 産 保 有 層 を対 象 にす るHECMに 対

して,中 間層 を対 象 とす る リバ ー ス ・モ ー ゲ ー ジ制 度 で

あ るHomeKeeperを 始 め た 。HECM,HomeKeeperの 公 的

プ ラ ン も確 定 した完 成 品 で は な く,修 正,改 良,変 更 を

前 提 とす る パ イ ロ ッ トプ ラ ンの段 階 にあ る 。 こ の よ う な

ア メ リカ の 制 度 か ら 日本 の制 度 に 対 し,示 唆 とな る もの

を以 下 に ま とめ る 。

3.4.1明 確な理念

政府が低所得ない し低資産所有者層,並 びに中資産所

有者層の高齢者の福祉政策の一環 として,リ バース ・モ

ーゲージ制度 を運営するという統一的で明確なビジョン

と政策を持ち,実 現 しようとするリバース ・モーゲージ

制度の基本的枠組みを策定 している。



3.4.2リ スク ・ヘッジ保険機構の整備

FHAの 保証する保険がついていて,リ バース ・モーゲ

ージ制度の三大 リスクである利用者の長命や不動産価格

の下落,金 利上昇によって担保割れ したときに融資側が

被 るリスクをカバーしている。また,担 保割れに伴 う融

資側の リスクだけでな く,融 資機関の倒産や融資金の不

払いなど,利 用者が被る可能性のあるリスクもカバーす

る保険がつけられていて,利 用者側 も保護 されている。

リバース ・モーゲージ制度が基本的に有 している三大

リスクについては,小 さな事業体が単独で対処すること

は,財 政的にほとんど不可能で,何 らかの政府規模の公

的関与が必要 となる。

3.4.3FNMAの 債権買取 り

公的色彩の強いFNMAが,HECMの ローン債権 を融資

機関から買い取っている。 この買取 り制度によって融資

機関は資金調達の安定化を図ることができ,再 度,新 規

にリバース ・モーゲージ制度 を実行することが可能とな

り,リ バース ・モーゲージ制度市場の開拓 と拡大 に寄与

している。

リバース ・モーゲージ制度の事業化にかかわる初期段

階の事業 リスクを軽減するため には,HECMの 場合の

FNMAの ような債権買取 り機構iに準ずる資金調達システ

ムの整備を図ることが求め られる。

3.4.4総 合的 ・横断的な金融 ・生活コンサルテ ィング

機能の充実

HECMの 利用者は契約前に,中 立的機関であるカウン

セリング ・エージェンシーか らカウンセ リングを受ける

ことが義務づけられている。このため,借 り手は リバー

ス ・モーゲージ制度以外の代替策 を含 む選択肢の中か ら,

納得ず くで リバース ・モーゲージ制度 を選択することが

で きるようになっている。

また,非 営利団体であるAARP(全 米退職者協会)が,

そのカウンセリング機関に対 し,定 期的に開催するセ ミ

ナー等で啓蒙 ・人材養成活動 を,利 用者に対 しては総合

的 ・中立的な情報提供等を行っている。 また,ボ ランテ

ィア団体やNPOと いう性格の民間団体 も有意義な活動 を

していて,リ バース ・モーゲージ制度の枠組みの中に組

み込 まれている。

3.4.5柔 軟な融資方式

HECMに おける融資」方式には 「終身」,「終身+極 度額」,

「確定期間」,「確定期間+極 度額」,「極度額」の5つ の

方式があ り,利 用者は自分のライフプランや希望 に応 じ

てどの方式でも自由に選択できるようになってお り,ま

た,契 約途中で融資方式を変更することも可能である。

HECMの5つ の融資方式 においては,年 金的に融資を

受ける 「終身融資方式」は不人気であ り,全 契約数に占

めるシェアの60%は 「極度額融資方式」である。

不時出費等に弾力的に対応できる極度額へのニーズが

高いことが示されているものと判断され,高 齢者は,現

実的金銭以外 に将来への不安感の軽減 ・安心感を求めて

いるのではないかと推定される。

3.4,6DPL,PTDに 類似する制度の整備の必要性

DPLは 住宅改良資金延払い融資制度,PTDは 固定資産

税延納制度であ り,い ずれ も死亡時清算型 としての特色

がある。いずれも低中所得者用の救貧的性格 を有するも

のと判断されるが,こ のような制度が日本にも発展 して

いけば,今 後のリバース ・モーゲージ制度の発展のため

の土壌ない し基礎 となるものと判断される。

3.4.7運 営規模

リバース ・モーゲージ制度 を実施する行政側の規模に

ついて,リ バース ・モーゲージ制度の供給主体の最適規

模は,現 時点の区や市や,福 祉公社の単位でなく,も っ

と広域的なアメリカの州単位に匹敵するような広域行政

単位が よいと考えられる。

3.4.8コ ンサルティング機能の独立性

リバース ・モーゲージの制度実施には,民 法,建 築基

準法,税 法等の広範囲な知識経験が必要 とされる。した

がって,そ れに対応できる組織の整備,職 員の教育 ・研

修が必要 とされ,既 存のままの行政的機能の単位である

福祉公社や区の対応では難 しいと判断される。

4.リ バース ・モーゲージ制度の利用現況

4.1調 査の目的と方法

東京都内の自治体が提供 しているリバース ・モーゲー

ジ制度 において,こ れまでの資産活用の実績などを中心

とした基礎的なデー タの整理,現 況把握 のために,表4

-1に 示すように各自治体 に対 してヒアリング調査 を行

った。調査期間は1999年5月20日 から1999年6月15日 ま

でで,調 査基準時点は1999年3月 末現在である。

4.2ヒ ア リン グ 調 査 の ま とめ

表4--1の よ う に,リ バ ー ス ・モ ー ゲ ー ジ制 度 を実 施 す

る16機 関 に対 す る調 査 か ら1999年3月 末 現 在 ま で の 利 用

実 績 や 現 況 を整 理 した 。



4.2.1貸 付対象者

すべての自治体で 当該 自治体 に1年 以 上居住 している

ことを要件 として,武 蔵野市 ・中野区 ・新宿区 ・足立

区 ・文京区 ・杉並 区及び保 谷市 は65歳 以一ヒを,世 田谷

区 ・台東区 ・大田区 ・府中市が70歳 以上をそれぞれ基準

としている。ただ し,い ずれの自治体 も弾力的に運用 し

てお り,障 害者の場合などは,こ れらの基準を満たさな

い場合で も認める余地を残 している、,

また,中 野区以外の自治体 は,当 該自治体が提供する

有償福祉在宅サービスの契約 を締結することを要件 とし

ている。これは,自 治体にとって高齢者の資産を費用に

充当させることにより,密 度の濃い在宅福祉サービスと

結びつけて提供できることに意義を見出 しているためで

ある。

4.2.2担 保物件

一戸建(土 地 ・建物)は すべての自治体が担保 として

認めているが,土 地のみの場合や集合住宅(マ ンショ

ン)に ついては自治体によって扱い方が異なっている。

土地のみの物件 を担保 として認めているのは新宿区のみ,

マ ンション物件 を担保 として認めているのは武蔵野市,

中野区,台 東区と文京区で,い ずれも融資額が評価額の

50%と 少ない。更に,現 状では中古マンション価格が低

下傾向にあり,貸 付要件の 「貸付金の償還が確実」 と認

めがたい状況 とな りつつあ り,新 規にマ ンションを担保

とする貸付の場合は更に慎重に扱われている。

最 も条件の緩い武蔵野市の場合では,第 三者の所有で

も認められている。

しか し,一 般的にあっせん融資方式の自治体の場合で

は,条 件は厳 しく,現 に居住 している自己所有の ものに

限定 してお り,他 の行政区域にある物件は担保 として認

めていない。

最近,高 齢者側の利便さ及び利用件数の増加を図り,

担保不動産の基準 を緩和す る自治体(台 東区 ・練馬区

等)が みられるようになった。担保評価額5,000万 円以

上の基準を見直 し,年 齢により担保評価額の基準額 を下

げ,75歳 以上の場合は3,000万Fqま で下げられている。

また,担 保評価の見直 し期間の短縮により地価の変動 に

即応 し,担 保評価が下落 した場 合に融資月額を減額する

ことにより,利 用者が存命中に担保物件 を売却するリス

クを回避 している。

特に注 目したいのは,練 馬区のケースで,金 融機関へ

の損失 を補償することを仕組みに盛 り込んでいる。すな

わち,金 融情勢の悪化に伴い,融 資に対する協力金融機

関の審査が厳 しいため,利 用成立実績が上が らない状況

から,債 務負担行為を予算計.ヒし,地 価の変動による担

保価値以上の融資,あ るいは償還の遅延の場合,金 融機

関への損失補償 を行うことを定めている。

4.2.3貸 付の概要

1)貸 付の範囲

貸付の対象となる利用範囲は在宅福祉サービスの利用

料,生 活費,医 療費,住 宅改良費及びその他の費用であ

る。それぞれの費用には自治体によってそれぞれ最高貸

付限度額が定められている、,

2)貸 付限度額

担保物件が土地 ・建物の場合は武蔵野市が評価額の80%,

その他の自治体が7割 を限度 としている,,マ ンションの

場合は武蔵野市 と中野区が評価額の5割 を限度 としてい

る。担保限度額の枠が決められると,契 約者(利 用者)

の年齢 を勘案 し,毎 月の生活費等の貸付金額を設定する。

3)貸 付期間及び利率,償 還

自治体によって1年 ・3年 ・5年 ・10年の貸付期間が定

め られている。 多くの自治体が貸付期間の期限切れの段

階で改めて担保物件の評価 を行 う。利率は直接融資方式

が5%単 利式,あ く・せん融資方式では,金 融機関の元本

分が長期プライムレ… トを基準 とした変動制が多 くみ ら

れる,,な お,自 治体が融資する利息部分は無利子である。

また,償 還は利用者の死亡もしくは任意解約,貸 付元

利金が担保の限度額に達 したとき,か つ転居等の場合,

担保物件の売却 による償還あるいは保証人や相続人によ

る現金償還等が挙げられる,,

4.2.4利 用者属性

1999年3月 末現在,利 用世帯数は表4-3の ように各自

治体合計70世 帯(81人)と なり,こ れに解約世帯を加え

た延べ利用 世帯数は143世 帯である。表4--2の ように,

利用 者の契約 当時の年齢 をみる と前期高齢者(65～74

歳)が31人,後 期高齢者(75歳 から)が49人 と,全 体利

用者の61%が 後期高齢者になってからの契約という特徴

がみられる,、

これは,定 年 と同時に本制度の利用を始めたのではな

く,貯 蓄などの持っていた流動資産がなくな りかけた後

期高齢者になってからの利用開始傾向 と捉 えることがで

きる、,



4.2.5利 用実態

最初に制度の実施 を開始 した武蔵野市のこれまでの延

べ実績は76件,そ して,世 田谷区の21件,中 野区の13件 ,

台東区の9件,新 宿区の6件 と続 くが,過 半数の 自治体

は開始時期が1990年 代であることもあ り実績は0件 ある

いは2件 以内と少ない。

既存の制度は1990年 代前半に開始 されたものが多 く,

また,民 間金融機関へのあっせん融資方式が大半である

ため,問 い合わせ は増加 しているものの金融機関融資の

審査が厳 しいため新規契約があまり伸びていないのが現

状である。

リバース ・モーゲージ制度の利用実績 は武蔵野市が最

も多い。他の自治体は①土地のみの評価額5,000万 円以

上,② 相続人全員の同意書,③ 担保物件 としては本人名

義 の土地・建物のみ,④ 保証人2人,な どさまざまな制

限要件がかけられるのに対 して,武 蔵野市の場合は利用

要件 として①市内居住1年 以上,② 福祉公社 と家事援助

等給付契約 を締結 していること,③ 不動産を保有 し償還

が確実と認められること,の 最低条件 ともいえる3つ の

要件 を満たせば,利 用できることが実績の伸 びにつなが

ったものと考えられる。

しか し,現 状での利用実績数は,1991年 度末の契約数

42世 帯 に比べると半数にも及ばない数字にとどまり,毎

年の新規利用世帯数は最近は減少傾向にある。これは,

①不動産価額の下落や現在の低金利下において5%と い

う金利の割高感が利用者の心理に影響 していること,②

担保切れにより,融 資が打 ち切られたケースの出現 に伴

い,わ が身に置 き換えての将来の不安から,新 規加入が

抑制 されていることに起因していると考えられる。

利用者にとってはあっせん融資方式に比べ直接融資方

式のほうが貸付要件の基準が緩やかになっていることか

ら,表4-3に みるように直接融資方式の利用実績が多い。

しか し担保切れに伴って,融 資 を打 ち切る方法以外の補

助的な方案 を見出すことなどの課題が残 されている。

一方,神 戸市では高齢者に対する震災復興のための住

宅再建制度 として,新 たに類似の制度を発足 させている

(1997年2月)。 この制度 は,「神戸市災害復興住宅高齢

者向け不動産処分型特別融資」 と呼ばれ,住 宅再建を目

的に当初10年 間は元金の30%及 び利息(阪 神 ・淡路大震

災復興基金か ら利子補給)を 元金均等方式で償還 し,そ

の後は利息のみを償還する方式であ り,通 常の リバー

ス ・モーゲージ制度 とは異なるが応用例 といえる。

4.2.6返 済の状況

武蔵野市の返済件数は,1999年3月 末現在で死亡に伴

う解除が26世 帯,自 己都合による解除が26世 帯の合計52

世帯(担 保切れの6世 帯を除 く)で ある。死亡 ・自己都

合ともに1991年 以降に返済件数が増 えてお り,表4-4の

ようにそれに伴 う返済累計額 もおよそ6.3億 円,利 息

(遅延損害金を含む)を 含めると7.4億 円に達 している。

1世 帯当た りの返済金額では,制 度発足から5年 程度

は300～400万 円台で推移 していたが,そ の額は経過年数

とともに増加 し,返 済金額が多かった1991年 には平均

2,000万 円 となっている。また,1世 帯当た りの返済金

額は最低で11万 円,最 高で5,600万 円で,全 体的な平均

返済金額は1,386万 円である。

返済はすべて相続人が債務 を継承 し,返 済資金 を金融

機関から借 り入れるなどの方法で行ってお り,担 保物件

処分による返済はなされていない。その理由は,代 物弁

済をする場合,自 治体は不動産 を競売にかけて処分する

ことになるが,競 売価格 は市場価格よりも少なくとも20



～30%低 くなってしまうため,相 続人にとって不利な条

件 となって しまう。更に,物 件処分による返済がなされ

ていない理由としては,返 済総額が平均で死亡1,344万

円,自 己都合1,507万 円 となってお り,1世 帯当た りの

返済額がそれほど多くなっていないことが挙げられる。

世田谷区の解約件数は,1991年 度以降各年1世 帯ずつ

で計5世 帯である。経過年数が短いこともあ り,返 済金

額は最低で66万 円,最 高で1,420万FI]と それほ ど高額に

はなっていない。

解約の理由は,本 人死亡によるものが3世 帯,自 宅改

築 という自己都合が2世 帯である。本人死亡の場合の返

済方法は,債 務を相続人が継承 した返済が2世 帯,担 保

物件処分 による返済が1世 帯である。相続人による返済

は,利 用後の経過年数が短 く借入残高がそれほど累積 し

ていないため,担 保 を処分する必要性がないことが理由

である。

果から,次 の3つ の原因で契約につなが らなかったこと

が明らかになった。⑦担保物件が要件を満た していない。

例えば,担 保 とする不動産が自治体の利用要件 を満たさ

なかったケースなどである。②家族の同意が得 られない。

武蔵野市を除いたすべての自治体が法定相続人の同意や

連帯保証人を求めていることから契約 に至 らないケース

などである。③融資条件が厳しい。民間金融機関の融資

条件に当てはまらなかったケースなどである。

4.2.7相 談の内訳及び件数

表4-5に 各 自治体の本制度に関する相談の実績を示す。

累計で相談実績が100件 を超 えているのは世田谷区 ・中

野区 ・杉並区 ・文京区 ・神戸市の5ヵ 所である。相談の

実績が最 も多い世田谷区の年度別相談内容から分かるよ

うに,リ バース ・モーゲージ制度利用目的の相談内容で

最 も多いのは,日 常生活の資金確保である。収入が年金

のみで生活が苦 しく,余 裕がないので融資 を受けたいと

いうものである。次いで,老 後の生活設計 として老後 を

ゆとりある生活にしたいというもの,家 屋の改築 ・建替

や医療費捻出のためというのが若干ある。

4.2.8行 政改革の影響

地方自治体の外郭団体のひとつである福祉公社は,行

政の枠組み としては,供 給 しがたい一般市民のニーズに

応えるとともに,効 率的な施設管理運営 を図る目的で,

行政 を補完する組織として設置されてきた。 しか し,福

祉公社 を含む外郭団体は設立後の社会情勢の変化により,

役割の低下,設 立団体が多 くなり,ま た類似する事業が

併存 し競合するなど,自 治体 と外郭団体の役割分担の明

確化が指摘 されてきた,こ うした状況を捉えて,外 郭団

体の設立趣旨 ・性格,財 政負担 を踏まえて 「外郭団体の

見直 し」が 自治体ごとにそれぞれ進め られた。その結果,

リバース ・モーゲージ制度を担 う自治体のうち,足 立区

が1998年4月,新 宿区,台 東区が1999年4月 か ら福祉公

社か ら社会福祉協議会へ移行 された。 リバース ・モーゲ

ージ制度の事業主体は財団法人から社会福祉法人 に形を

変えたものの,事 業の内容には変動な くそのまま続 けら

れるわけである。最近の行政改革等社会情勢が大 きく変

化する中で,こ のような動 きは他の自治体にもみられる。

この結果,福 祉サービスの経営基盤の強化が図られ,地

域福祉の一一層の推進と在宅福祉サービスの計画的 ・効率

的な運営が期待 される、,

表4-5の ような相談実績があったにもかかわらず,実

際本制度の契約が結ばれたのは,表4-3に 示 したように

世田谷区が延べ実績21件,中 野区が延べ実績13件 などそ

の実績は極めて少ない。

問い合わせや申込みは多 く,社 会的なニーズは高いと

考えられてお り,本 制度の 一層の普及や諸課題への対応

について各自治体 ともにこれまでの成果を見直 し,今 後

の対策 を検討 している。

自治体の担当者のヒアリング調査 とこれまでの分析結

4.2.9カ ウ ンセ リン グ機 能 の 必 要 性

世 田 谷 区 の 相 談 実 績 の 内 容 か らみ る よ う に,リ バ ー

ス ・モ ー ゲ ー ジ 制 度 に 関 す る相 談 が あ る に もか か わ らず,

利 用 につ な が っ たの は相 談 に来 た3%の わず か21件 に と

ど ま っ て い る 。

リバ ー ス ・モ ー ゲ ー ジ制 度 に 関 す る 認 知 を広 げ,理 解

を深 め る と と も に,高 齢 期 の 生 活 保 障 とゆ と りを確 保 す

る た め に リバ ー ス ・モ ー ゲ ー ジ 制 度 の 利 用 を含 め て どの

よ う な フ ァ イナ ンシ ャ ル ・プ ラ ンが 有 効 か につ い て,年



金,医 療,介 護,就 業,税 制,貯 蓄,危 機管理等をカバ

ー一する広い視野からコンサルティングするようなシステ

ムの充実が望 まれる。

高齢者にとってリバース ・モーゲージ制度を利用 しよ

うとする行為は.老 後の生活設計を考えるうえで恐らく

最 も重大な判断のひとつになると考えられる。アメリカ

の場 合,住 宅都市開発省(HUD)のHECMの 利用者 は

契約前に,中 立的機関であるカウンセリング ・エージェ

ンシーからカウンセリングを受けることが義務づけられ

ている。 このため,借 り手はリバース ・モーゲージ制度

以外の代替策 を含む選択肢の中から,納 得ず くで リバー

ス ・モーゲージ制度を選択することがで きるようになっ

ている。

また,非 営利団体であるAARP(全 米退職者協会)が,

そのカウンセリング機関に対 しては定期的に開催するセ

ミナー等で啓発 ・人材養成活動を,利 用者に対 しては総

合的 ・中立的な情報提供等 を行っている。また,ボ ラン

ティア団体やNPOと い う性格の民間団体 も有意義な活動

をしてお り,リ バース ・モーゲージ制度の枠組みの中に

組み込 まれている。

リバース ・モーゲージ制度は住宅改良資金貸付や固定

資産税延納制度に対する指導,成 年後見制度の実施への

ア ドバイスなど実務的に広範囲な領域にまたがってお り,

不動産担保 に関する深い知識が必要である。 したがって,

より具体的なカウンセリングにより,高 齢者本人の納得

のいった最終判断を導 き,不 安感の強い高齢者に安心感

を与え,き め細かいア ドバイス,助 言,知 識,判 断基準

の授受が必要不可欠なものとなる。また,リ バース ・モ

ーゲージ制度のカウンセリングであったとしても
,単 純

にリバース ・モーゲージ制度の提言,助 言,ア ドバイス

で終わるだけではなく,マ クロ的視野,視 点による個人

の希望 に合ったファイナンシャル ・プランとする必要が

ある。

4.2.10今 後の課題

自治体 を対象 とした調査か ら,実 績が伸びない理由と

して,① 高齢者が リバース ・モーゲージ制度を利用 した

くて も利用要件のひとつである法定相続人の同意が得 ら

れにくい,② 担保とする不動産の資産価値が少ないため,

融資条件を満たさないケースが多い(依 頼人の希望金額

と評価額の差が著 しい)な どのほか,民 間金融機関の協

力 を必要 とするあっせん融資方式の場合,元 金の融資 を

得 られにくい条件のため契約に至 らないなどの問題が明

らかになった。

しか し,こ れは表面的に現れた自治体側からの理由で,

実際には担保切れリスク ・意思能力喪失時の対応などの

危惧,更 に融資適格条件の緩和 ・制度の周知不足など,

一層の自治体側の変革が求められる部分 もある
。

5.リ バース ・モーゲージ制度によるミクロ的な経済効果

5.1公 的年金の見直しと高齢者世帯への影響

経 済企画庁 「国民生 活選好度 調査(1998年 度)」 の

「老後の生活費に対す る不安」に対する回答 をみ ると,

図5-一・1のように同様の質問を行っている。1986年(12年

前)の 総理府 「老人サービスに関する世論調査」 に比べ,

40歳 代を中心 として各年代 とも 「不安」 とする回答の割

合が高 まっている。

更に,同 居家族の減少 という家族形態の変化によって,

「親 を扶養する」役割 と 「親 を介護す る」役割 といった

老後生活において,家 族がそれまで持っていた役割が弱

まっていることか ら,老 後の生活 に対する漠然とした不

安を呼ぶ背景 となっている。これまで家族が担 っていた

「親を扶養する」役割に代 わるもの として,公 的年金 と

いう公的な扶養 システムが整備 された。また,経 済成長

に伴 う所得水準の向上により,老 後のために貯蓄する余

力が生まれた。老後の生活は,家 庭内扶養に代わって公

的年金(公 的扶養)と 私的扶養(自 助努力)の2本 柱 と

なってきている。

公的扶養である現行の公的年金制度は,基 本的には現

役世代が引退後の少数の高齢世代の生活 を支えるとい う

仕組みになっている。このため,予 想 しなかったインプ

レーシ ョンが発生 したとしても,高 齢者の生活水準を確

保することが可能 となっていた。 しか し,現 行の制度で

は社会全体での予想 を上回る平均寿命の伸 びや出生率の

低下,そ の結果生 じる人口の高齢化 という変化には対応

で きず,給 付 と負 担の あ り方 を見 直す必要性が発 生

し,1999年 度公的年金の大幅な見直 しを目前 にしている。

厚生省年金局が1999年3月 発表 した 「年金制度改正案

大網」注7)では,給 付の引下げ幅は意見が分かれているた

め明記 されていないが,2025年 までに厚生年金(基 礎年

金 と報酬比例部分の合計)の 支給総額 を1～2割 削減す



ることが軸とされている。

老後生活に対する不安が近年高 まっている原因のひと

つには,1999年 の年金改正が給付 を抑制する方向で行わ

れる可能性が高いことが挙げられる。

給付の抑制は,ま ず現役世代の所得の伸びに応 じて年

金額 を上げる賃金スライ ド制を廃 止するほか,一 定の所

得がある65歳 未満の高齢者に年金支給 を制限 している現

行の制度 を70歳未満にまで広げる方向が示 されている。

これにより個 々の受給者が受け取る年金の総額は現在の

予定額 より下がることになり,更 に,毎 月の年金額は実

質価値を下げることも検討されている、,このような給付

抑制案が検討 され,実 施されれば公的年金による生活保

障機能の後退は避けられなくなるのは明白である。

また,公 的介護保険の創設,医 療保険の改革などによ

る負担増 も予測される。公的介護保険の保険料負担や介

護i費用負担,高 齢者や給与所得者本人の医療費負担の増

大が家計 を圧迫 し,貯 蓄率が低下すれば,年 金以外 にも

終身にわたる現金収入を確保する必要のある層が増 える

ことになる。このように,公 的年金の給付水準の低 下と

負担増の中で,自 助努力による所得確保の主たる手段 と

して,リ バース ・モーゲージ制度への必 要性が急激に高

まっていると考えられる。

こういった公的年金の見直 しは老後生活に影響 を与え

るもので,図5-2に 示 したように経済企画庁の 「国民生

活選好度調査」(1998年 度)に よれば,老 後における生

活の安心 に関 して調べた結果,老 後の不安に思 っている

ことで1986年 には 「健康に関する不安」が33.6%で 最大

の不安の要素であったが,1998年 には景気の低迷や公的

年金の見直 しによる 「経済(生 活費等)に 関する不安」

が52.0%を 占め,時 代 と社会状況の変化を実感すること

がで きる。これは,生 活の不確実性の増大が老後生活に

まで及ぶといった危機感を少なからぬ人が抱 き始めたこ

とを物語っている。

5.2事 例からみた高齢者世帯への経済効果

5.2.1世 田谷区

世田谷区,新 宿区はあっせん融資方式であるため,元

金は金融機関から,利 息相当分は自治体から融資される

仕組みとなってお り,貸 付限度額をそれぞれケースごと

に設定 している,,

世田谷区より貸付を受けている世帯の例 をみると,16

世帯 に貸付が行われてお り,そ の利用世帯の平均イメー

ジを表5-1に 示 した。月平均年金額が14万 円,全 世帯月

平均貸付額132,773円v8)で,公 的年金とリバース ・モー

ゲージ制度 による貸付だけで,利 用世帯月平均で27万

2,773円 が確保できることが分かる。

この金額は,図5-3か ら分かるように東京都の 「高齢

期における資産運用 と生活設計」(1997年)の 希望生活

費(基 本的な生活費)の26.4万 円を超える金額である。

しかし,リ バース ・モーゲージ制度による貸付などの収

入がなく生活資金に乏 しい高齢者世帯 を想定すると,世

帯平均14万 円のみ{年 金収入)で は生活は成 り立たず,

やむを得ずに他の方法による収入源 を求めることになる。

世田谷区の事例分析か らみて,生 活費(家 計)が 年金 と

リバース ・モーゲージ制度 による貸付の世帯の場合,リ

バース ・モーゲ…ジ制度の貸付額が年金収入 に対 して占

める割合は48.7%を 占め,利 用世帯 にとって,家 計に占

める割合が半分近いことが分かる。

5.2.2新 宿区

新宿区の貸付を受けている世帯の例をみると,現 在6

世帯に貸付が行われているが,表5-2の ように毎月の受



領額が5万 円か ら15万円(世 帯平均貸付額10万1,667円)

までそれぞれ融資 されている。契約者の世帯の特徴は,

高齢者世帯(4世 帯は高齢者夫婦世帯,2世 帯は高齢者

単独世帯)で あ り,毎 月5万 ～33万 円程度の収入があ り,

融資世帯全体の平均からみると,月 平均収入金額は17万

3,333円 である。収入の内訳から,す べての利用世帯が

年金 に頼 りながら生活 している状況が明 らかである。 ま

た,既 存の収入額とリバース ・モーゲージ制度 による収

入の合算額は世帯別 に月額10万5,000円 ～48万 円の金額

となる。

新宿区の事例の分析か ら,各 世帯ごとの全体収入に対

するリバース ・モーゲージ制度の貸付額が占める割合は,

少ないほうで26%,多 いほうで59%に な り,利 用世帯に

とって,家 計 に占める割合は大 きい といえる。

収入状況(月 平均金額)を みると,年 金 による収入が

月額5万 円で,収 入が少なくリバー一一ス ・モーゲージ制度

を利用するようになった世帯がある一方,年 金 と事業収

入による収入が月額33万 円もあ り,必 要な生活費は確保

しているものの,若 干の不足する生活費とゆとりの資金

を求め,リ バース ・モーゲージ制度 を利用する世帯がい

ることが明らか となった。

貸付金の内訳か らみると,生 活資金 としての融資額が

9割 を超えている。その他に医療費や住宅改良費,火 災

保険費 と登記費用等融資諸費用が融資 された。

また,新 宿区の貸付は1993年 から開始 されている。融

資ケースを詳 しくみると,表5-2の 契約者Aの 場合,い

わゆるバブルが崩壊直後 に融資を受け始めたものの,契

約当時の鑑定評価額に対 して現在価格が半分 にも及ばな

い状況で,資 産は54%程 度まで目減 りしている。この世

帯の担保状況をみると,4m道 路に接 している2階 建の

木造一戸建住宅で,契 約当時は鑑定評価額7,575万 円で

あったが,現 在再評価額では3,456万5,000円 である。こ

れは,景 気の低迷により不動産価額が下が りつつあるこ

とが直接的な原因であるが,一 方には再評価の際に,鑑

定評価の費用発生を防ぐため路線価 と公示価格を根拠 と

して,自 治体の担当者が再評価を行 ったため,正 確性 を

欠いていることにも原因があると考 えられる。

5.2.3中 野区

世田谷区からは融資世帯の契約者の平均イメージに基

づいた分析を行い,新 宿区からは貸付 を受けている世帯

に対 し,月 平均収入状況等の生活状況,担 保の再評価に

よる目減 り程度及びリバース ・モーゲージ制度による融

資額の収入に対 して占める割合など,き め細か く分析 し

た。以上を踏まえ,中 野区からは年度別の貸付状況 に対

し分析する。

担保物件はおおむね一戸建て住宅で,担 保評価額の

70%を 貸付限度額 として設定 されているが,1世 帯はマ

ンションで評価額が5,000万 円 ・融資L限度額が評価額の

50%の2,500万 円となっている。

表5-3の ように,利 用世帯は各年度末現在3～9世 帯

である。貸付の内訳をみると,日 常生活費用が全体のお

よそ74%,医 療費が20%を 占め,貸 付資金の使途は日常

生活資金 ・医療費の名 目で90%を 超 えている。

1999年3月 末現在,中 野区の場合(貸 付の延べ実績13



世帯 ・利用者数19人)と,利 用実績はわずかである。貸

付の内訳をみると,日 常生活費 として5-一・13万円が世帯

別に融資 されている、,これは図5--3の 希望生活費26.4万

円(基 本的な生活費)の19～50%に 当たる割合である。

つまり,本 制度により利用世帯 にとっては,生 活の主な

収入源 として十分な役割を担 っていることがわかる。

自治体側の負担 をみると,中 野区の場合は直接融資方

式 を採 っているため,貸 付の合計全額125百 万円がその

まま自治体の負担 になる。 しか し,あ っせん融資方式を

採っている世田谷区の場合(延 べ実績21世 帯)は,利 息

立替え分の2,005万 円のみが 自治体 による負担額 となる

し,新 宿区の場合(延 べ貸付世帯6世 帯)も,184万 円

のみが自治体による負担額 となる、)融資方式では,直 接

融資方式が,貸 付の実績が多かったが,担 保切れや不動

産価格の値下が りなどにより,武 蔵野市の場合はその実

績が18件 にとどまっている。自治体側の負担 という面か

らみて,武 蔵野市の貸付残高6億3,100万 円,中 野区1

億2,500万 円に対 し,あ る程度の貸付実績:を持っていな

がらも世田谷区2,000万 円,新 宿区200万 円等自治体側の

負担は方式の違いによってその差は大きいことが明らか

である。

6.お わりに

日本の家計資産の約60%が 住宅 ・宅地等の実物資産で

占められている。高齢者が この住宅資産を有効に活用す

ることがで きるようなシステムづ くりによって,よ り豊

かな老後の消費生活を送ることが可能であると判断され

る。

その手法のひとつ として,本 研究では リバース ・モー

ゲージ制度を取 り上げて,自 治体に対するヒアリング調

査に基づいた分析や事例分析などミクロ的な分析を行っ

た。

その結果,各 自治体に対する調査からリバース ・モー

ゲージ制度 を利用する世帯にとっては,公 的年金の不足

分 を補 うものとしてリバース ・モーゲージ制度の家計に

占める割合が大 きく,家 計にもたらす効果が明らかとな

った。また,リ バース ・モーゲージ制度による貸付の現

状か らみると,新 宿区の利用事例か ら分かるように,年

金だけでは不足する生活費用を補うために,年 金の上乗

せの機能として役割 を担っていることが明らかになった。

したが って,公 的年金の見直しのひとつの方案 として年

金の収入だけでは生活ができない高齢者世帯,更 に収入

が少な く生活費に乏 しい持家高齢者世帯 にとっては,い

ざというときの切 り札 としてリバース ・モーゲージ制度

を利用で きると考えられる1,

このような機能を持ったリバース ・モーゲージ制度が

より高齢者に安心感,信 頼感を持つことができるような

制度 として定着することにより,社 会的経済的にも有効

利用されていないス トック資産が活用でき,ま た,高 齢

者側の消費性向 も高めることがで きる。 さらに,不 動産

市場の拡大 によって若年層,壮 年層における不動産需要

に対する意欲 を大 きく高め,有 効需要を増大 させ,経 済

全体に活力 を与えるもの と考えられる。

<注>

1.参 考 文献5か ら引 用,、p.12

2.男65歳 以k,女60歳 以 上 の人 のみ で 構 成 す るか,ま た は これ

らに18歳 未 満 の 未婚 の 人 が 加 わ っ た 世帯 。 これ に は 雇 用 者 世

帯,自 営 業者 世帯,農 業 者 世 帯,そ の 他 の世 帯 を含 む。

3.参 考 文 献4か ら引 用 。p.40

4.参 考 文献4か ら引 用,、p.105～106

5.参 考 文献5か ら引用,、p.65～66

6.参 考 文 献5か ら引 用,、p.82～84

7.法 研,「 週 刊 社 会保 障 」No.2036か ら引 用 。p.69,1999.5.3.

8.1998年 度 金 融機 関 貸付 総額2,549万2,440円 に対 し,全 世 帯 数,

及 び ユ年(12ヵ 月)で 割 っ て計 算 した単 純 平均 額 で あ る。
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